
平成２６年１０月３日

北陸地方整備局

建設界をとりまく情勢について建設界をとりまく情勢について

資料３
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○ 建設業は国内総生産、全産業一般労働者の約１割を占める基幹産業

○ 北陸は特にそのウエイトが他地域に比べて高く、経済･雇用･地域の活力を左右する重要な産業

出典：国土交通省「建設総合統計（年度報）」
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県内総生産に占める建設投資額の割合

全産業一般労働者に対する建設業一般労働者の割合

○ 北陸では、建設投資額全体に対する公共投資のウエイトが高く、公共投資が地域経済に大きな役割を担っている

出典：資料：内閣府「県民経済計算」 、国土交通省「建設総合統計（年度報）」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 注 北陸：新潟県、富山県、石川県

■県内総生産に対する建設投資の規模（平成22年度）、全産業一般労働者に占める建設業一般労働者数の割合（平成24年）

■建設投資額全体に占める公共投資の割合（平成24年度）
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１－１．北陸地方における建設界の果たす役割



H19.3.25 能登半島地震

石川県金沢市（浅野川）

H20.7．28 豪雨

H19.7.16 新潟県中越沖地震

H16.10.23 新潟県中越地震

H20.2.24 高波災害

富山県黒部市

H25.7.29 豪雨

H24.4.22 地すべり (三条市）

H24.4.12 地すべり (糸魚川市）

撮影：新潟県防災ヘリ

H23.7.28 新潟・福島豪雨

信濃川

H18年豪雪

H24.3.7 地すべり(上越市）

H25.5.7 地すべり (魚沼市）

石川県小松市（梯川）
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１－２．北陸地方における主な災害

○ 高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化
○ 今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる

建設後50年を経過する社会資本の割合 さまざまなインフラの老朽化

出典：平成25年度国土交通白書出典：平成25年度国土交通白書 3

１－３．老朽化が進む社会資本
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資料：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省統計局「労働力調査」
注１ 投資額については名目値、平成22年度まで実績、23年度・24年度は見込み、25年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
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51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（千業者、万人）（兆円）

民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

民間投資
28.兆円

政府投資
22兆円

建設投資のピーク
約８４兆円（４年度）

民間投資のピーク
約５６兆円（２年度）

政府投資のピーク
約３５兆円（７年度）

就業者数のピーク
約685万人（9年平均）

許可業者数のピーク
約600千者（11年度末）

471千者
（25年度末）

許可業者
ピーク比

0.78

建設投資
50兆円

建設投資
ピーク比

0.60

政府投資
ピーク比

0.63

499万人
（25年平均）

就業者ピーク比
0.73

民間投資
ピーク比

0.50

○ 建設投資額（平成２５年度見通し）は、約５０兆円 ＜ピーク時（４年度）から約４０％減＞
○ 建設業者数（平成２４年度末）は、約４７万業者 ＜ピーク時（１１年度末）から約２２％減＞
○ 建設業就業者数（平成２５年平均）は、４９９万人 ＜ピーク時（９年平均）から約２７％減＞

２－１．全国における建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（者、十人）（億円）

民間投資額（億円）

政府投資額（億円）

許可業者数（者）

就業者数（十人）

約2.1万者
（25年度）

建設投資のピーク
約４兆円（８年度）

民間投資のピーク
約2.2兆円（３年度）

政府投資のピーク
約2.2兆円（10年度）

許可業者数のピーク
約2.6万者（11年度）

ピーク時比
0.80

建設投資
約2.5兆円

ピーク時比
0.61

民間投資
約1.2兆円

ピーク時比
0.53

政府投資
約1.3兆円

ピーク時比
0.60

（年度）

約8.4万者
（25年度）

ピーク時比
0.54

就業者数のピーク
約15.4万人（12年平均）
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資料：国土交通省「建設総合統計年度報」・「許可業者数調べ」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注１ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値 注３ 投資額は出来高ベース
注２ 北陸：新潟県、富山県、石川県

○ 建設投資額（平成２５年度見通し）は、約２．５兆円 ＜ピーク時（８年度）から約３９％減＞
○ 建設業者数（平成２５年度末）は、約２．１万業者 ＜ピーク時（１１年度末）から約２０％減＞
○ 建設業就業者数（平成２５年平均）は、約８．４万人 ＜ピーク時（１２年平均）から約４６％減＞

２－２．北陸における建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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○ 全国の建設業就業者は、５５歳以上が約３４％、２９歳以下が約１０％と高齢化。

○ 北陸の建設業就業者は、５０歳以上が約３５％、２９歳以下が約１５％と高齢化。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

■建設業の年齢階層別構成比の推移（北陸）
（北陸：新潟県 富山県 石川県）

建設業就業者数を年齢階層別にみると、中堅、若年層の減少が著しく、５０歳以上

の高齢層が３割を超えている。

これら高齢層の多数の技術者、熟練技能者が退職を迎えるなか、若年層の著しい
減少により、今後の建設技術・技能の継承、維持に不安を抱えせざるをえない。

出典：総務省「労働力調査」

■建設業の年齢階層別構成比の推移（全国）
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２－３．建設労働者の高齢化の進行
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○ 全産業労働者の賃金は、平成７年頃までは上昇を続け、他産業との格差は縮小したが、近年はふたたび低下傾向。

○ 建設業は全産業に比べて低下傾向が強く、北陸の平均では平成25年では全産業（男）に比べて約３２万円低い。

■建設業の一般労働者の年収額の推移（北陸３県）

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

※建設業の一般労働者：建設業の常用労働者10人以上を雇用する

事業所に雇用されている常用労働者。
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２－４．北陸における建設業労働者の年収額の推移



1,780 2,052

1,802

全産業 建設業

（全産業に対する率：1.15）

新潟県

石川県

3県平均 1,798

1,813富山県

2,069

2,107

2,048
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○ 他産業に比べ建設業は労働時間が長い（約２３時間／月、約２７０時間／年）

■常用労働者の月平均総実労働時間の推移（北陸３県）

出典：新潟県、富山県、石川県「毎月労働調査」

注：年間総実労働時間＝月平均総労働時間×１２ヶ月

■常用労働者の年間総実労働時間（H25年）
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２－５．北陸における実労働時間の推移

２－６．新卒者の離職状況（卒業３年後の離職率）

出典：厚労省 新規学卒者の離職状況に関する資料

○ 建設業における学歴別離職状況は、高卒が約５割、短大卒が約４割、大卒では約３割と高い離職率となっている

○ 製造業と比較すると、どの学歴でも建設業の離職率が高い状況

○ 特に、高卒者・短大卒者は、建設業が全産業に比べても高い傾向

9



２－７．建設業界のイメージ調査結果
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品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法律）の改正品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法律）の改正

■建設⼯事の担い⼿の育成・確保
・建設業者、建設業者団体、国土交通大臣による担い手の育成・確保の責務

■基本理念の追加：将来にわたる公共⼯事の品質確保とその中⻑期的な担い⼿の確保、ダンピング防⽌ 等

■発注者の責務（基本理念に配慮して発注関係事務を実施）を明確化
（例）予定価格の適正な設定、低入札価格調査基準等の適切な設定、計画的な発注、円滑な設計変更

■事業の特性等に応じて選択できる多様な⼊札契約⽅式の導⼊・活⽤を位置づけ、それにより⾏き過ぎた価格競争を是正

入契法（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）の改正

■ダンピング対策の強化
・ダンピング防止を入札契約の適正化の柱として追加
・入札の際の入札金額の内訳の提出、発注者による確認

建設業法の改正

■適正な施⼯体制確保の徹底
・業種区分を見直し、解体工事業を新設
・建設業の許可等について暴力団排除条項を整備

インフラ等の品質確保とその担い手確保を実現するため、公共工事の基本となる「品確法」を中心に、
密接に関連する「入契法」、「建設業法」も一体として改正。

＜⽬的＞ 公共⼯事の品質確保の促進
→そのための基本理念や発注者・受注者の責務を明確化し、品質確保の促進策を規定

■契約の適正な履⾏（＝公共⼯事の適正な施⼯）を確保
・施工体制台帳の作成・提出義務を拡大

品確法の基本理念を実現するため必要となる基本的・具体的措置を規定
＜建設業法等の⼀部を改正する法律案＞

＝

＜⽬的＞ 公共⼯事の⼊札契約の適正化
→公共工事の発注者・受注者が、入札契約適正化のために

講ずべき基本的・具体的な措置を規定

＜⽬的＞ 建設⼯事の適正な施⼯確保と建設業の健全な発達
→建設業の許可や欠格要件、建設業者としての責務等を規定

基本理念を実現するため

議員立法

＝ 政府提出法案

３－１．品確法と建設業法・入契法等の一体的改正について
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３－２．平成２６年２月から適用する公共工事設計労務単価について

◇平成２６年２月から適用する公共工事設計労務単価は前年度比較で、全国平均で７．１％増。
北陸３県（新潟県、富山県、石川県）では平均で６．８％増。

北陸３県（主要１２職種単純平均）
新潟県 １５,５５８円 （対前年度比 ＋７．６％増 １,１００円増）
富山県 １６,１２５円 （対前年度比 ＋６．０％増 ９１７円増）
石川県 １６,２７５円 （対前年度比 ＋６．９％増 １,０５０円増）

［３県平均 １５,９８６円 （対前年度比 ＋６．８％増 １,０２２円増）］

概ね平成14～15年度の水準

（参 考） 主要12職種 …… 特殊作業員、普通作業員、軽作業員、とび工、鉄筋工、
特殊運転手、一般運転手、型枠工、大工、左官、交通誘導員A･B

北陸３県（主要１２職種単純平均）労務単価の推移

※北陸地方整備局試算値

12

出典；国土交通省HP

・平成２６年度技術者単価 全業種平均34,000円 （前年度比＋4.7%）
・全業種平均で比較すると平成１４年度と同程度の水準まで上昇。

３－３．平成２６年２月から適用する設計業務委託技術者単価について

13



■目的

近年、土木建設業界へ若者の参入減少や離職が顕在化しつつあり、近い将来の社会基盤整備やその維持、災害対
策を直接、担う土木技術者が不足し国民生活の安全・安心が確保できなくなる可能性がある。

北陸においては、少子高齢化の進展や多発する災害、冬期における除雪など特に重要な課題といえる。

このため官民が連携し、受発注者間の取り組みにより若手技術者を育成・支援していくことで、働きやすくやりがいの
ある現場環境の創出を目指すものである。

■育成・支援策の検討分野
・入札契約分野

・施工管理分野

・広報・技術力分野

■検討会メンバー
［発注者側］

北陸地方整備局
企画部
阿賀野川河川事務所
長岡国道事務所
千曲川河川事務所

［受注者側］

（一社）日本建設業連合会北陸支部
（一社）日本道路建設業協会北陸支部
（社）新潟県建設業協会
（一社）富山県建設業協会
（一社）石川県建設業協会
（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部

主として、この分野を検討

■検討スケジュール
平成２５年９月３０日（第１回） 設立、現状の課題等について）
平成２５年１２月５日（第２回） 第１回の意見を踏まえた課題整理、取り組み案の提案

平成２６年２月２５日（第３回） 直轄工事の「現場」をターゲットにした具体的取り組み案を
決定

● 現場代理人等と積算担当者との意見交換会の試行

● 工事完成後の受・発注者との検討会の試行
● 工事円滑化４点セットの現場浸透のための電子書籍化、チラシの作成

●ウィークリースタンス（ノー残業ディ）の浸透

第3回検討会（H26.2.25）

現場環境改善・コミュニケーション向上のための取り組み

順次取り組み

３－４．北陸若手技術者育成支援検討会の概要

14

３－５．労働局の取組み

15

●建設雇用改善推進対策会議（新潟県、富山県、石川県）

「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」に基づく建設労働者の雇用改善を着実に進めて
いくため、県下の建設業の現状や課題を的確に把握し、建設労働関係者が一体となった取り組み
を推進することを目的に開催

●建設労働者確保育成助成金（新潟県、富山県、石川県）

建設労働者の雇用の改善、技能の向上を目指す中小建設事業主や中小建設事業主団体を
支援する制度です。建設業における若年労働者を確保・育成し、技能承継を図り、建設労働者の
安定した雇用と能力の開発・向上を目標とする

企業や事業主団体への説明会の開催

※その他、各県労働局の取組みを実施
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＜建設界の果たす役割＞
○建設業は、ＧＤＰや全産業一般労働者の１割を占め、経済・雇用・地域の活力を支える

重要な役割を果たしている
○地震や記録的な大雨・大雪など、激甚化する災害への対応
○高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化への対応

＜現状と課題＞
○建設業者数、就業者数は大きく減少、高齢化も進展している
○建設業労働者の処遇面（年収額・実労働時間）でも低迷が続いている
○新卒３年後の離職率は、製造業や全産業と比べて高い
○建設界の重要性が認知されていない（十分なＰＲができていない）

＜建設界における取組状況＞
○品確法等の改正（建設界の担い手の中長期的な育成・確保）
○公共工事設計労務単価や設計業務委託技術者単価の引き上げ
○北陸若手技術者育成支援検討会
○労働局の取組み

建設界をとりまく情勢 （まとめ）


